 経営の状況
大阪府水道事業会計
１　事業の概要
　　大阪府水道事業においては、村野、庭窪の浄水場等で浄水や送水、水質管理などを行っている。

第７次拡張事業として、平成13年度から整備工事を進めてきた北部送水施設の完成に伴い、平成18年10月から豊能町、能勢町を対象に新たに給水を開始するとともに、将来の水需要に対処し、水の安定供給を確保するため、紀の川大堰、安威川ダムなどの水資源開発事業に参画している。また、中期整備事業計画に基づき、既存施設の改良工事、老朽化した送水管の更新工事等を実施している。
(1)　営業関係について

　　　当年度の給水対象は、新たに２町増加し32市９町１村の42団体となったが、その年間給水量（有収水量）は、561,221千㎥で、前年度に比較して1.2％の減となっている。
【給水量の推移】
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　注：有収水量とは、料金徴収の対象となった水量である。
【施設及び業務に関する主な分析比率の推移】
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(2)　建設改良について

　　 　    建設工事は、第７次拡張事業として、工事費６億9,100万円をもって、豊能町、能勢町への北部送水に係る送水施設の整備工事を行った。
また、施設の改良工事として、工事費163億5,700万円をもって、各取水場と浄水場の設備改良工事、送水管理センターと各水道事業所の施設改良工事、及び送水管路布設替工事等を実施した。

さらに、紀の川大堰建設事業等の水資源開発事業に対する負担を行っている。
２　決　算　概　要
　水道事業会計の決算概要は、次のとおりである。
(1)　経営成績
[image: image3.emf]増減額 比率

金額（A) 構成比 金額（B) 構成比 (A-B) (A/B×100)
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固定資産保存費
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その他営業費用
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9,686 18.9 10,550 22.8 △ 864 91.8

支 払 利 息 及 び
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

 ア　営業収益について

(ア)　給水収益494億4,400万円は、給水量の減のため前年度より1.2%の減少となった。
(イ)　その他営業収益300万円は、庭窪浄水場における共同取水口維持管理負担金として大阪市より収入した施設利用負担金である。
イ　 営業外収益について
(ア)　受取利息6,600万円は、出納取扱金融機関等に預託している預金の利息のほか、水道サービス公社への長期貸付金利息及び他会計への一時貸付金利息等である。
(イ)　国庫補助金9,100万円は、アスベスト撤去工事に伴うものである。
(ウ)　雑収益4億700万円のうち主なものは、土地・建物使用料等の賃貸料1億8,000万円、市町村との水質共同検査にかかる受託収益の1億1,200万円等である。
   ウ　特別利益について
(ア)　固定資産売却益3億8,400万円は土地売却益であり、東部水道事業所用地等を売却したものである。
　  (イ)　過年度損益修正益40億4,000万円は、給水収益の計上期間の変更（平成18年３月分料金収入）によるものである。
   エ　 営業費用について

(ア)　原水及び浄水費は、浄水場の取水及び浄水処理等に要した費用であり、送水費は、各ポンプ場及び送水設備の維持及び作業に要した費用である。これらに総係費を加え、その内容を性質別にみれば次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）
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1,321,412 3,239,279 1,256,893 848,215 1,110,439 523,810 8,300,048
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注：（　）内は、営業費用に占める割合である。
(イ)　減価償却費209億4,400万円は、有形固定資産及び無形固定資産の減価償却費であり、新規の資産取得による増等のため、前年度に比較して増加している。
(ウ)　資産減耗費2億4,000万円は、老朽化施設・設備の撤去等に係る固定資産除却費であり、前年度に比較して減少している。
(エ)　固定資産保存費4,300万円は、企業用地の管理費用である。
(オ)　その他営業費用14億1,800万円のうち主なものは、独立行政法人水資源機構に対する施設利用負担金である。
オ　   営業外費用について
(ア)　支払利息及び企業債取扱諸費95億6,900万円のうち主なものは、企業債利息63億7,300万円及び年賦未払金利息31億7,000万円である。

(イ)　繰延勘定償却2,300万円は、企業債の発行差金を当年度において償却した額である。
(ウ)　雑支出9,500万円は、市町村からの水道水質検査にかかる受託費用等である。
カ　   特別損失について
撤退を表明した丹生、大戸川ダムのダム使用権を当該年度において特別損失により処理したものである。
【総収益・総費用の推移】
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【単年度損益の推移】
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【営業収益・営業費用・営業収支比率の推移】
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【営業費用の推移】
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【経営に関する主な分析比率の推移】
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(2)　財政状態

　　　 貸借対照表に基づき、資産、負債及び資本について、前年度と比較すると、次表のとおりである。
[image: image10.emf]増 減 額 比  率
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　　　注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

ア　固定資産について

　当年度における固定資産の増減及び減価償却の状況は、次表のとおりである。
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注１：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

 　　 　 ２：（ ）の数字は内数である。

(ア)　有形固定資産の増加額401億1,700万円のうち主なものは、建設仮勘定139億4,000万円、構築物102億9,200万円、機械及び装置77億7,500万円である。
また、減少額233億2,900万円のうち主なものは、建設仮勘定の精算により振り替えた220億2,800万円である。
(イ)　無形固定資産の増加額20億2,400万円のうち主なものは、ダム使用権19億7,000万円である。
　また、減少額55億1,200万円のうち主なものは、撤退を表明した丹生、大戸川ダムのダム使用権の一時償却による54億5,300万円である。
(ウ)　投資の増加額10億3,700万円のうち主なものは、新たに取得した投資有価証券10億円であり、また減少額21億5,600万円のうち主なものは、琵琶湖開発事業割賦負担金、日吉ダム建設事業割賦負担金の財源に充当するため水道事業基金を取り崩したものである。
　　　なお、当年度末の水道事業基金残高は100億5,800万円である。
【水道事業基金残高の推移】
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イ   流動資産について
(ア)　 現金・預金192億5,300万円は、企業債償還金が企業債発行額を上回ったことや琵琶湖開発事業の割賦負担金の繰上げ償還等により、前年度に比較して54億1,400万円減少している。

　
【現金・預金残高の推移】
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(イ)　未収金53億4,400万円のうち主なものは、平成19年３月分の料金収入42億8,400万円である。
(ウ)　有価証券9億9,500万円は、貸付債券信託受益権である。
(エ)　貯蔵品3億1,100万円のうち主なものは、薬品類1億6,000万円や管類6,400万円である。
(オ)　前払金2億2,700万円は、工事費の前払いによるものである。

ウ　固定負債について
(ア)　引当金12億1,200万円は退職給与引当金である。

(イ)　年賦未払金529億9,800万円は、独立行政法人水資源機構に対する年賦未払金で、琵琶湖開発 事業及び日吉ダム建設事業の割賦負担金の元金償還により、前年度に比較して減少し ている。
エ　 流動負債について
(ア)　未払金133億3,400万円は、工事代金及び一般管理経費等の未払分である。

(イ)　未払費用2,100万円は、職員手当等の未払分である。　
(ウ)　未払消費税及び地方消費税1億9,600万円は、納付税額から中間納付税額を控除した残額である。

(エ)　その他流動負債5億9,000万円は預り金及び工事代金等にかかる仮受金である。
オ       資本金について
(ア)　自己資本金1,619億8,000万円のうち主なものは、繰入資本金1,282億3,100万円及び組入資本金235億1,800万円であり、減債積 立 金の振替により、前年度に比較して増加している。
(イ)　 借入資本金1,937億6,100万円は企業債の未償還残高である。
　 【財務に関する主な分析比率の推移】
　　[image: image14.emf]区分

自己資本金＋剰余金 流動資産 現金預金＋未収金

年度        負債資本合計 流動負債 流動負債

14 46.1 248.0 242.8

%

15 48.2 180.8 176.0

16 50.3 132.2 127.1

17 51.8 141.8 134.0

18 53.5 184.8 173.9

×100 ×100 ×100

自己資本構成比率 流 動 比 率 当 座 比 率


　　
　
　
　カ　利益剰余金について
　　　利益剰余金35億7,300万円については次のとおりである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　（単位：百万円）

　　　　　　　　[image: image15.emf]前年度未処分利益剰余金（ａ） 4,738

利益剰余金処分額（ｂ） 4,233

減債積立金 4,233

水道事業基金積立金 0

繰越利益剰余金年度末残高（c＝ａ－ｂ） 505

当年度純利益（ｄ） 3,068

利益剰余金（ｅ＝ｃ＋ｄ） 3,573


(3)　資金収支状況

　 ア　運転資金の運用状況

　　　　 資金収支では、運転資金が41億9,700万円増加した。その要因は、資本的収支において、企業債収入等で167億7,100万円の収入があったものの、建設改良費や企業債償還金等により436億5,100万円の支出があったため、268億8,100万円の資金不足となったが、収益的収支において、資金を必要としない減価償却費209億4,400万円等により、310億7,800万円の資金剰余を生じたためである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　資金運用表

平成18年4月1日～平成19年3月31日　　（単位：百万円）　　[image: image16.emf]項　　　　　目 金　　　　額 項　　　　　目 金　　　　額

経常利益 4,097

減価償却費 20,944

一時償却 5,453

固定資産除却費 187

繰延勘定償却 23

退職給与引当金 388

消費税資本的収支調整額

1,015

小　　　計 － 小　　　計 32,107

経常収支での資金剰余 32,107

特別損失

5,453 特別利益 4,425

（その他特別損失）

(5,453)

（土地売却益）

(384)

（過年度損益修正益）

(4,040)

小　　　計 5,453 小　　　計 4,425

特別収支での資金不足 1,029

合　　　計 5,453 合　　　計 36,531

収益的収支での資金剰余

31,078

建設改良費 27,877 企業債収入 12,405

出資金 －

国庫補助金 1,615

工事負担金 53

共同施設工事負担金 15

基金繰入金 1,539

小　　　計 27,877 小　　　計 15,627

建設収支での資金不足 12,250

企業債償還金 14,737 固定資産売却代金 75

基金組入金 38 基金収入 38

国庫返納金 － 長期貸付金返還金 616

投資有価証券

1,000

投資有価証券

1

雑収入 414

小　　　計 15,774 小　　　計 1,144

その他収支での資金不足 14,630

合　　　計 43,651 合　　　計 16,771

資本的収支での資金不足

26,881

運転資金の増加額 4,197

53,302 総　　計 53,302

区分

資　　　金　　　の　　　運　　　用 資　　　金　　　の　　　源　　　泉
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注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

イ　運転資金の残高及び増減

　　　流動資産（プラスの運転資金）は、未収金が50億1,300万円、前払金が8,900万円増加したが、現金・預金が54億1,400万円減少したこと等により、3億1,700万円の減少となった。また、流動負債（マイナスの運転資金）は、未払金の減少等のため45億1,400万円減少した。この結果、当年度の運転資金は前年比 41億9,700万円増加し、その残高は119億8,800万円となった。

　

　　　　　　　　　　　　　　運転資金残高及び増減明細書

   平成18年4月1日～平成19年3月31日  　(単位：百万円）
[image: image17.emf]平成17年度末 平成18年度末 差引額

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

現 金 ・ 預 金 24,667 19,253 △ 5,414 △ 5,414

未 収 金 331 5,344 5,013 5,013

有 価 証 券 1,000 995 △ 5 △ 5

貯 蔵 品 307 311 4 4

前 払 金 138 227 89 89

そ の 他 流 動 資 産 3 － △ 3 △ 3

流 動 資 産 計 26,446 26,130 △ 317 △ 317

未 払 金 18,438 13,334 △ 5,104 5,104

未 払 費 用 24 21 △ 3 3

未 払 消 費 税

及 び 地 方 消 費 税

160 196 36 △ 36

そ の 他 流 動 負 債 34 590 557 △ 557

流 動 負 債 計 18,656 14,142 △ 4,514 4,514

運 転 資 金 残 高 7,791 11,988 4,197 4,197



残高比較

運転資金増減


注：数値は四捨五入しているため、合計と内訳が一致しないことがある。

運転資金残高 = 流動資産－流動負債
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